八代市立図書館指定管理者募集要項
〈様式・資料〉

令和６年８月
八代市教育委員会
生涯学習課
　様式・資料

《様式》
（1） 指定管理者指定申請書（様式第１号）　　　　　　　　　　　　　　　　P.2
（2） 八代市立図書館指定管理価格提案書（別紙１）　　　　　　　　　　　　P.3
（3） 八代市立図書館指定管理者事業計画書及び管理運営に関する収支計画書
（別紙２－１別紙２－１１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　P.4～P.16
（4） 役員等名簿（別紙３）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　P.17
（5） 誓約書（別紙４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　P.19
（6） 八代市指定管理者応募に係る質問書（別紙５）　　　　　　　　　　　　P.20
（7） 八代市立図書館の管理運営に関する協定書（例）　　　　　　　　　　　P.21
（8） 八代市立図書館業務仕様書（別記１）　　　　　　　　　　　　　　　　別冊
（9） 八代市立図書館管理業務委託（請負）承認申請書（別記２）　　　　　　P.28
（10）管理業務の委託等先役員等名簿（別記２―添付資料）　　　　　　　　　P.29
（11）八代市立図書館管理業務委託（請負）承認書（別記３）　　　　　　　　P.31
（12）情報セキュリティ対策特記事項（別記４）　　　　　　　　　　　　　　P.32
（13）個人情報取扱特記事項（別記５）　　　　　　　　　　　　　　　　　　P.33
（14）特定個人情報等の取扱いに関する特記事項（別記６）　　　　　　　　　P.35
（15）指定管理者制度導入施設におけるモニタリング・評価に関するマニュアル
（別記７）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別冊
（16）支払計画書（別記８）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　P.37
（17）リスク分担と経費・管理責任等の区分（別記９）　　　　　　　　　　　P.38
（18）八代市立図書館自主事業実施承認申請書（別記１０）　　　　　　　　　P.44
（19）八代市立図書館自主事業実施承認書（別記１１）　　　　　　　　　　　P.45
（20）八代市立図書館災害時における施設利用の協力に関する協定（別記１２）P.46
《共同企業体》※共同企業体で申請する場合に必要です。
（21）業態カード（別紙６）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　P.48
（22）共同企業体協定書（別紙７）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　P.49
（23）指定管理者指定申請書（共同企業体用）（様式第１－１号）　　　　　　　P.52
（24）資格認定申請書（共同企業体用）（様式第１－２号）　　　　　　　　　　P.54
《その他》

（25）※１　消費税改正通知　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　P.55
（26）平面図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　別添
（27）八代市立図書館備品一覧　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　別冊
様式第１号（第２条関係）
令和６年　　月　　日
指定管理者指定申請書

八代市教育委員会　様
所在地　
申請者　団体名　
代表者氏名　
八代市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第３条の規定により、下記の公の施設の指定管理者の指定を受けたいので申請します。
記
公の施設の名称　　八代市立図書館
（添付書類）
１ 八代市立図書館指定管理価格提案書（別紙１）
２ 八代市立図書館指定管理者事業計画書及び管理運営に関する収支計画書（別紙２－１～別紙２－１１）
３ 当該団体の経営状況を説明する書類
（１）定款、寄附行為、規約又はこれらに類する書類
（２）法人にあっては、当該法人の登記簿謄本
（３）申請の日の属する事業年度の前事業年度を含む過去３ヵ年における賃借対照表、
収支決算書その他団体の財務状況を明らかにする書類（ただし、団体設立後、３
年未満の団体については、この限りではない。）
（４）申請の日の属する事業年度の前事業年度を含む過去３ヵ年における事業報告書、
その他団体の業務内容を明らかにする書類（ただし、団体設立後、３年未満の団
体については、この限りではない。）
４　その他市長等が特に必要と認める書類
（１）労働者災害補償保険に加入していることを証する書類（従業員を雇用してない団体は除く。）
（２）納税証明書（国税及び地方税について未納がないことの証明書）
（３）役員等名簿（別紙３）
（４）誓約書（別紙４）
（５）その他必要な書類
別紙１
令和６年　　月　　日
八代市立図書館指定管理価格提案書
団 体 名                                 
代表者氏名                               
　八代市立図書館指定管理者募集要項　８ 管理に要する経費について、下記のとおり価格を提案します。
（消費税及び地方消費税を含む）
提案価格　　　　　　　円（５ヵ年分総額）
別紙２－１
令和６年　　月　　日
八代市立図書館指定管理者事業計画書
	団体名
	

	代表者氏名
	
	団体設立
年月日
	

	所在地
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	Ｅ-ｍａｉl
	

	団体の経営
（運営）方針
	

	施設の運営方針
	（申請した理由、施設運営に関する今後の方針等）


	年間の自主事業計画
	（事業名、目的、内容、実施時期、回数等指定期間内に実施するものについて詳細に記載　※別紙可）


	サービス向上のための具体的な計画
	（サービスを向上させる取り組み内容、利用者の要望や意見の把握方法、施設機能の活用方法等）※特に子どもたちの読書活動や親子での利用増につながるような取組については記載を必須とする。（※別紙可）


	利用者の増加による収支状況の改善に向けた具体的計画
	（利用者増加のための取り組み、利用促進のための広報計画等）


	経費節減のための工夫等
	（経費節減のための工夫と効率的な運営の仕組み等）


	類似施設又はその他施設の管理運営実績及び評価
	（類似施設又はその他施設を運営した実績、運営期間、主な業務内容等）


	施設管理手法及び維持管体制の明確化と安全・安定的施設管理
	（職員の配置〈※指揮命令系統が分かる組織図等あれば添付〉、職員の指導育成・研修計画、防災や防犯等や緊急時の管理体制等）


	個人情報の保護についての配慮と必要な措置
	（個人情報の管理体制）


	環境対策、省エネルギー対策
	

	市民に親しまれる施設にする為の取組み
	

	地域への貢献
	（本拠地を地元に置き、事業内容が地域経済活性化への寄与、八代市内外で前年度に行ったボランティア環境美化活動の実績など）


	地域雇用への配慮
	


別紙２－２
令和６年　　月　　日
八代市立図書館指定管理者事業計画書
	団体名
	　

	代表者氏名
	　


配置予定責任者について（館長及び統括責任者　各１枚）
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ふりがな),氏名)
	
	年齢
	歳

	所属・役職
	
	業務経験年数
	年

	主な実績
(3件まで記入)
	

	※発注者・契約期間・業務名・業務内容・
契約金額（税込）・立場（役職）等
	

	
	

	
	

	資格等記入
又は特記する能力等
	


（注１）業務経験数は、図書館業務における経験年数を記入すること。
（注２）立場（役職等）等の欄に関しては、①管理責任者又はこれに準ずる立場　②主たる担当者　
③補助的な立場 より選択し、記入すること。
（注３）実績は、同種業務、類似業務の順で優先し記入すること。
別紙２－３
令和６年　　月　　日
八代市立図書館指定管理者事業計画書
	団体名
	　

	代表者氏名
	　


施設の設置目的の達成に向けた取り組み
（①図書館の設置目的にあった理念・運営方針について　②図書館の設置目的を効果的・効率的に達成させるための手段　③図書館の設置目的にあった広報活動の手段など）
※Ａ４サイズ２枚以内
別紙２－４
令和６年　　月　　日
八代市立図書館指定管理者事業計画書
	団体名
	　

	代表者氏名
	　


サービス向上に向けた取組み
（①提案事業・自主事業の企画が優れ、図書館の特性を最大限に発揮するための具体的な方策　②図書館の利用率を向上させるための方策　③利用者ニーズの把握、要望・苦情への対応など）
※Ａ４サイズ２枚以内
別紙２－５
令和６年　　月　　日
八代市立図書館指定管理者事業計画書
	団体名
	　

	代表者氏名
	　


指定管理業務に係る経費
（①経費節減のための工夫　　②収支と事業計画の整合性、現実的な見積りでありサービス低下を招かないかなど）
※Ａ４サイズ２枚以内
別紙２－６
令和６年　　月　　日
八代市立図書館管理運営に関する収支計画書
	団体名
	　

	代表者氏名
	　


【令和　　　年度】
（単位：千円）
	
	金　額
	内　訳
	備　考

	収入合計（Ａ）
	
	
	

	項　目
	教育委員会からの
委託料
	
	
	

	
	自動販売機関係（設置料・電気料）
	
	
	

	
	その他
	※自主事業の参加費、利子、コピー代等
	
	

	支出合計（Ｂ）
	
	
	

	項　目
	一般管理費
	
	
	

	
	人件費
	※給料、通勤費、手当、社会保険料等を含める
	
	

	
	報償費（謝礼）
	※講師謝礼など
	
	

	
	旅費
	※出張旅費など（職員の通勤費は含めない）
	
	

	
	交際費
	※外部との交渉をするために要する経費
	
	

	
	消耗品費
	※事務用品や日常消耗品など（利用者が使用するものやイベントで使用するものもここに含める）
	
	

	
	燃料費
	※ガソリン、灯油、プロパンガスなど
	
	

	
	食糧費
	※各種会議用茶菓子代、接待用茶菓子代、弁当代など
	
	

	
	印刷製本費
	※カード印刷費、新聞製本費など
	
	

	
	光熱水費
	※電気料、水道料、ガス料金
	
	

	
	修繕料
	※施設修繕など
	
	

	
	通信運搬費
	※切手・電話料など
	
	

	
	委託料
	※機器保守点検など外部へ委託するもの
	
	

	
	使用料及び賃借料
	※リース、ＮＨＫ受信料など
	
	

	
	備品購入費
	※図書購入費など
	
	

	
	負担金
	※協議会等の年会費など
	
	

	
	手数料
	※振込手数料など
	
	

	
	保険料
	※損害保険など
	
	

	
	その他の
経費
	
	
	

	収支（Ａ）－（Ｂ）
	
	
	


（注）令和７年度から令和１１年度の収支計画書をそれぞれ作成してください。
別紙２－７
令和６年　　月　　日
八代市立図書館指定管理者事業計画書
	団体名
	　

	代表者氏名
	　


図書館及び類似施設の管理運営実績
（①同種又は類似施設の実績　　②その運営状況など）
	発注者
	契約期間
	業務名・業務種別・種別業務内容
	契約金額

	
	～

	
	

	
	～

	
	

	
	～

	
	


（注１）同種業務又は類似業務の契約実績を以下の条件に基づき記入すること。
　　　　・元請として契約した業務
　　　　・現在契約中の業務又は令和元年４月１日以降に契約した業務
（注２）業務実績が複数の場合は、３件まで記入すること。
（注３）業務種別は、「Ａ 指定管理」、「Ｂ 公共図書館の一部業務委託（窓口業務）」、
　　　　「Ｃ 公共図書館の全部業務委託」を記入すること。
別紙２－８
令和６年　　月　　日
八代市立図書館指定管理者事業計画書
	団体名
	　

	代表者氏名
	　


管理運営体制
（1 経営が安定しており、施設管理を継続的・安定的に行う能力を有しているか　②安全管理及び危機管理に関する方針・体制　　③苦情・トラブルの解決策・防止策など）
※Ａ４サイズ２枚以内
別紙２－９
令和６年　　月　　日
八代市立図書館指定管理者事業計画書
	団体名
	　

	代表者氏名
	　


職員配置
（①要員数、配置計画、ローテーション、繁忙時のサポート体制、要員の資格・経験・役割
②責任者・スタッフの技量　　③３館連携、窓口等業務の総括方策　　④人材育成、業務開始前・
業務開始後の研修計画など）
※Ａ４サイズ３枚以内
別紙２－１０
令和６年　　月　　日
八代市立図書館指定管理者事業計画書
	団体名
	　

	代表者氏名
	　


情報セキュリティ
（個人情報についての理解、その保護における具体的方策）
別紙２－１１
令和６年　　月　　日
八代市立図書館指定管理者事業計画書
	団体名
	　

	代表者氏名
	　


市民に親しまれる施設にする為の取組み
（①市民に図書館を知ってもらえる、本と触れ合う取り組み　②地域住民の雇用や地元からの資材等の配慮）
※Ａ４サイズ２枚以内
別紙３
役員等名簿（監査役含む）
令和６年　　月　　日　　
八代市長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　申請者　団体名　　　　　　　　　　　　　　印

                                       　　    代表者氏名

　下記の役員等名簿に相違ないことを誓約するとともに、この名簿に記載した者について、八代市契約等からの暴力団等排除措置に関する要綱第２条第４号及び第５号に定める項目のいずれかに該当するか否かに関し八代警察署に照会することを承諾します。

	番号
	フリガナ
	氏名
	年号
	年
	月
	日
	性別

	１
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	
	

	１０
	
	
	
	
	
	
	

	１１
	
	
	
	
	
	
	

	１２
	
	
	
	
	
	
	

	１３
	
	
	
	
	
	
	

	１４
	
	
	
	
	
	
	

	１５
	
	
	
	
	
	
	

	１６
	
	
	
	
	
	
	

	１７
	
	
	
	
	
	
	

	１８
	
	
	
	
	
	
	

	１９
	
	
	
	
	
	
	

	２０
	
	
	
	
	
	
	

	２１
	
	
	
	
	
	
	

	２２
	
	
	
	
	
	
	

	
	（以下適宜追加）
	
	
	
	
	
	


　記入要領については次頁（裏面）参照。

【八代市立図書館】

別紙３（裏）

１　この書面には、次に該当する者を記載すること。

　（１）株式会社（特例有限会社を含む。）については、取締役（代表取締役を含む。）及び執行役（代表執行役を含む。）

　（２）合名会社又は合同会社については、社員

　（３）合資会社については、無限責任社員

　（４）一般社団法人若しくは一般財団法人又は公益社団法人若しくは公益財団法人については、理事

　（５）（１）から（４）までに掲げる法人以外の法人については、（１）から（４）までに掲げる役職に相当する地位にある者

　（６）法人格を有しない団体については、代表者及び団体の規約において重要な意思決定に直接関与することとされる者

　（７）次に該当する場合は、（１）から（６）に掲げる者のほか、次の者

　　　ア　支配人をおく場合は、支配人

　　　イ　支店長又は営業所長その他の者に契約事務を委任する場合は、支店長又は営業所長その他の者

２　氏名は、正確な字体で記載すること。

３　①照会対象者が１０人以下の場合は、定められた様式（紙資料）だけでの照会
　　②照会対象者が１１人以上の場合は、定められた様式（紙資料）とデータが入力されたＵＳＢの添付（ＵＳＢは回答時に返却します）

４　この書面に記載された個人情報については、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）の規定により、指定管理者選定以外の目的には利用しません。
別紙４
誓　約　書
　　八代市長　様
　私は、八代市立図書館指定管理者の申請に当たり、以下の項目に該当しない者であるとともに、今後、これらの者とならないことを誓約します。
　上記の誓約に反することが明らかとなった場合は、指定の取消しをされても異存ありません。

　また、上記の誓約の内容を確認するため、八代市が他の官公署に照会を行うことについて承諾します。
1 会社更生法及び民事再生法による更生及び再生手続中でないこと。
2 応募者の責に帰すべき事由により、地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しの処分を、申請受付終了日から起算して過去２年以内に受けていないこと。
3 応募者の責に帰すべき事由により、地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による業務の全部又は一部の停止の処分を受けていないこと。
4 労働基準監督署から是正勧告を、申請受付終了日から起算して過去２年以内に受けていないこと。（是正勧告を受けている場合は、必要な措置の実施について労働基準監督署に報告済みであること。）
令和６年　　月　　日
所在地　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　 団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

                               代表者氏名

別紙５
八代市指定管理者応募に係る質問書
令和６年　　月　　日　　
　　団体名
　　代表者
　　住　所　〒
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　　　【対象施設：八代市立図書館】
八代市立図書館の管理運営に関する協定書（例）
　八代市（以下「甲」という。）と●●●●●●（以下「乙」という。）とは、八代市立図書館（以下「図書館」という。）の管理及び運営に関する業務（以下「管理業務」という。）について、次の条項により協定を締結する。
（趣旨）
第１条　この協定は、八代市立図書館条例（平成２４年八代市条例第１７号。以下「条例」という。）第８条の規定により指定管理者に指定された乙が行う図書館の管理業務に関し、必要な事項を定めるものとする。
（管理物件）
第２条　乙が管理する施設及び物品等（以下「管理物件」という。）は、別に甲が提示する財産台帳及び物品台帳によるものとする。
２　乙は、管理物件を常に善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。
（指定期間）
第３条　甲が乙を指定管理者として指定する期間（以下「指定期間」という。）は、令和７年４月１日から令和
１２年３月３１日までとする。
２　管理業務に係る事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。
（管理業務）
第４条　甲は、条例第９条の規定に基づき、次に掲げる管理業務を乙に行わせる。
　(1) 図書館の管理運営に関する業務
　(2) 図書館の利用に関する業務
　(3) 集会室等の利用に関する業務
（4）施設等の維持管理及び修繕に関する業務
（5）前各号に掲げるもののほか、甲が図書館の管理上必要と認める業務

２　前項各号に掲げる管理業務の細目は、別記１「業務仕様書」（以下「仕様書」という。）に定めるとおりとする。
（休館日及び開館時間）
第５条　図書館（本館）の開館時間は、次に掲げるとおりとする。
(1) 次号に掲げる日以外の日　午前９時３０分から午後８時まで
(2) 土日祝日　  　　　　　　午前９時３０分から午後７時まで
２　図書館（分館）の開館時間は、午前９時３０分から午後６時までとする。

３　図書館の休館日は、次に掲げるとおりとする。
　(1) 年末年始（１２月３０日から翌年１月３日）
（2）施設点検日（月1回程度）
（3）特別整理期間（年６日程度）
４　前３項の規定にかかわらず、甲が特に必要があると認めるときは、第３項に規定する休館日を変更又は別に休館日を定めること、第１項及び第２項に規定する開館時間を変更することができる。
（指定管理者の責務）
第６条　乙は、次に掲げる規定及びこの協定の定めるところに従い信義に沿って誠実に管理業務を行わなければならない。
　(1) 図書館法、八代市立図書館条例、同施行規則
　(2) 地方自治法、同施行令、同施行規則その他行政関係法令
　(3) 労働基準法、労働安全衛生法その他労働関係法令
　(4) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律、同施行規則、水道法、同施行規則、建築基準法、消防法、同施行規則、電気事業法その他施設、設備の維持管理又は保守点検に関する法令
２　乙は、管理業務に係る情報資産に関する情報セキュリティ対策として、八代市情報セキュリティポリシーの規定に従い、第１０条に規定する安全確保の措置を講じなければならない。
３　乙は、管理業務を行うことにより知り得た個人情報について、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第67条の規定に従うとともに、同法第６６条に規定する安全確保の措置を講じなければならない。
４　乙は、図書館の施設の使用許可承認等行政処分に相当する権限を行使するときは、八代市行政手続条例（平成１７年八代市条例第１９号。）第２章の規定を遵守しなければならない。
５　乙は、管理業務を行うに当たり作成し、又は取得した文書等を適正に管理し、５年間保存しなければならない。第３条第１項に定める指定期間を過ぎた後も同様とする。
６　乙は、管理業務を行うに当たり、省エネルギーの徹底、温室効果ガスの排出抑制、廃棄物の発生抑制、リサイクルの推進、廃棄物の適正処理及び環境負荷の軽減に配慮した物品の調達（グリーン調達）に努めなければならない。
７　乙は、図書館利用者の被災に対する第一次責任を有し、図書館又は図書館利用者に災害があったときは、迅速かつ適切な対応を行い、速やかに甲に報告し、甲の指示に従わなければならない。
８　乙は、管理業務の継続が困難となったとき、又はそのおそれが生じたときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従わなければならない。
（管理業務の実施準備）
第７条　乙は、指定期間前に本業務の実施に必要な資格者及び人材を確保し、必要な研修等を行わなければならない。
２　乙は、必要と認めるときは、指定期間前に甲に対して管理物件の視察を申し出ることができるものとする。
３　甲は、乙から前項の申出を受けたときは、応じることができない合理的な理由がある場合を除き、その申出に応じなければならない。
（管理業務の委託等の禁止）
第８条　乙は、管理業務を他に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、あらかじめ甲の承認を得た場合は、この限りでない。
２　乙は、前項ただし書の承認を得ようとするときは、別記２「八代市立図書館管理業務委託（請負）承認申請書」により甲に申請しなければならない。
３　甲は、前項の規定による乙からの申請を承認するときは、別記３「八代市立図書館管理業務委託（請負）承認書」を乙に交付しなければならない。
（緊急時等の対応）
第９条　乙は、火災、地震及び風水害の災害等が発生した場合の緊急時（以下「緊急時等」という。）において、図書館が避難所機能、応急救護機能等の役割を担う可能性があることを認識し、甲の要請に従い必要な協力を行わなければならない。
２　乙は、緊急時等に、利用者等の避難誘導等の安全確保のための対応を的確に行い、必要資機材の確保及び対応マニュアルを作成し、図書館職員に周知する等、緊急時等の対応について十分な対策を講じなければならない。
３　乙は、甲の避難所等の開設の要請があったときは、図書館の施設又は設備の利用の一部又は全部を停止し、利用の許可も取り消さなければならない。
４　本市における公の施設は、災害等の発生時において、避難場所等として重要な役割を担うことが想定されているため、大規模災害など危機発生の状況によっては、随時、本市より各施設に協力を求める可能性があり、各指定管理者はそれに協力する義務を負う。

（情報資産に関するセキュリティ対策）
第１０条　乙は、管理業務に係る情報資産を取り扱うに当たり、別記４「情報セキュリティ対策特記事項」を遵守しなければならない。
（個人情報の保護）
第１１条　乙は、管理業務に係る個人情報を取り扱うに当たり、別記５「個人情報取扱特記事項」及び別記６「特定個人情報等の取扱いに関する特記条項」を遵守しなければならない。
（要望、苦情等に対する対応）
第１２条　乙は、図書館利用者等からの要望、苦情等に対応する体制を整えなければならない。
（事業計画等の提出）
第１３条　乙は、各事業年度の２月末日までに、当該年度の翌年度に係る次に掲げる事項を記載した事業計画書を甲に提出しなければならない。
　(1) 管理運営の体制
　(2) 職員配置計画
　(3) 事業の概要及び実施する時期
　(4) 管理運営に要する経費の総額及び内訳
(5) その他甲が必要と認める事項
２　甲は、前項の事業計画書が提出されたときは、内容を審査し、必要な指示をすることができる。
（事業報告：年次報告）
第１４条　乙は、毎事業年度終了後３０日以内に管理業務に係る次に掲げる事項を記載した事業報告書を甲に提出しなければならない。
　(1) 管理業務の実施状況
　(2) 図書館の利用状況
　(3) 使用料（コピー使用料、公衆電話使用料等）の収支の実績
　(4) 管理経費の収支決算（市が定める様式による。図書購入費明記のこと。）
　(5) 満足度調査などのアンケート結果
(6) その他甲が必要と認める事項
２　乙は、前項の事業報告書とともに、図書館の良好な管理状況を確保するために甲が設定した管理業務の水準を表す適正な指標に対する管理業務の進捗状況に関する報告書を甲に提出しなければならない。
３　乙は、管理業務に係る収支に関する帳票その他事業に係る記録を整備し、常に経理状況を明らかにしておくとともに、甲が必要と認めるときは、その状況を報告しなければならない。
（業務報告：月次報告）
第１５条　乙は、毎月終了後１０日以内に次に掲げる事項を甲に報告しなければならない。
　(1) 管理運営月報

　(2) 実施した業務の内容及び実績
  (3) 翌月の事業計画の内容
  (4) 従事者の変更があった場合は、従事者名簿（経歴、資格を証する書類を含む。）
　(5) その他甲が必要と認める事項

２　甲は、管理業務の適正を期するため、乙に対し、前項に掲げるもののほか、管理業務及び経理の状況に関し必要に応じて臨時に報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をすることができる。
（図書館利用者等に対するアンケート等の実施）
第１６条　乙は、図書館の利便性向上等の観点から、図書館利用者等の満足度調査やアンケート等（以下「アンケート等」という。）を実施し、その結果及び業務改善の状況等について速やかに甲に報告しなければならない。
２　アンケート等の実施方法、内容等については、甲、乙協議の上、決定するものとする。
３　甲は、第１項の規定により乙から報告を受けたときは、仕様書、事業計画書等の見直しについて乙に協議を申し出ることができるものとする。
（管理運営業務の実施状況の確認等）
第１７条　甲は、乙の管理運営業務及び経理の状況等に関し、第１４条に規定する業務報告書、第１５条に規定する事業報告書及び前条に規定するアンケート結果等を確認するほか、別記７「指定管理者制度導入施設におけるモニタリング・評価に関するマニュアル」に基づく確認を行い、又は実地に調査することができるものとする。
２　乙は、前項の規定により確認又は調査の申出を受けたときは、合理的な理由がある場合を除き、その申出に応じなければならない。
３　甲は、第１項の規定による確認等に応じて、乙の管理運営業務及び経理の状況等に関し、評価を行うことができるものとする。
（委託料）
第１８条　管理業務に対する委託料の額は、次の表のとおりとする。
	対象事業年度
	委　託　料　の　額

	令和７年度
	金 　　　　　　　　円  (うち消費税及び地方消費税の額  　　　　　　　  円)

	令和８年度
	金 　　　　　　　　円  (うち消費税及び地方消費税の額  　　　　　　　  円)

	令和９年度
	金 　　　　　　　　円  (うち消費税及び地方消費税の額  　　　　　　　  円)

	令和１０年度
	金 　　　　　　　　円  (うち消費税及び地方消費税の額  　　　　　　　  円)

	令和１１年度
	金 　　　　　　　　円  (うち消費税及び地方消費税の額  　　　　　　　  円)


２　各事業年度当初に甲、乙協議した上で前項の委託料の別記８「支払計画書」を作成し、その計画に従って乙は請求し、甲は委託料を支払う。
３　甲は、乙の正当な請求があった日から起算して３０日以内に委託料を支払うものとする。
（委託料の額の変更）

第１９条　次に揚げる委託料の額を変更すべき事情が生じたときは、その都度甲、乙協議の上、委託料の額を定めるものとする。

(1) 消費税率の改正があったとき。
(2) その他特別な事情が生じたとき。
（委託料以外の収入）

第２０条　委託料以外に乙の収入となるものは次のとおりとする。
(1) 図書館法に基づく資料の複写サービスに係る実費相当額料金（以下「複写料金」という。）。
（現在は、１枚当たり　白黒１０円、カラー５０円。用紙の大きさは区分していない。）

(2) 本館公衆電話機の個人利用料金。

(3) 本館及びせんちょう分館の自動販売機の電気使用料金及び自動販売機設置料。
(4) その他、ＨＰ広告収入や自主事業の参加費、各種助成金など、市が認めたもの。
２　乙は、第１項による収入については、管理業務を行うために必要と認められる経費に充当しなければならない。

（複写料金の額の変更）

第２１条　乙は、前条第２項の複写料金の額を変更しようとするときは、利用料金の額を変更しようとする日の
３０日前までにあらかじめ甲の承認を得て、利用料金の額を変更することができる。
　（公衆電話）
第２２条　指定管理者は図書館内に公衆電話を1台以上設置すること。設置に係る費用は指定管理者が負担するものとし、利用料金による収入については、管理業務を行うために必要と認められる経費に充当しなければならない。

（リスク分担と経費・管理責任等の区分）
第２３条　管理業務に関するリスク分担については、別記９「リスク分担と経費・管理責任等の区分」のとおりとする。
２　前項に疑義があるとき、又は同項に規定していないリスクが生じたときは、甲、乙両者で協議の上、リスク分担を決定する。
（管理物件に係る損害の賠償）
第２４条　乙は、管理物件の管理に当たり、乙の責に帰すべき事由により甲又は第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。
２　前項の場合において、損害を受けた第三者の求めに応じ甲が損害を賠償したときは、甲は乙に対して求償権を有するものとする。
（指定の取消し等）
第２５条　甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部若しくは一部を停止させることができる。この場合において、甲が乙に対し支払った委託料の全部若しくは一部の返還を求め、又は生じた損害の賠償を請求するときは、乙は、委託料を返還し、又は損害を賠償しなければならない。
　(1) この協定に違反したとき。
　(2) 管理業務の処理が著しく不適当と認められるとき。
　(3) 前２号に定めるもののほか、乙が図書館の指定管理者として管理業務を継続することが適当でないと認められるとき。
２　乙は、指定管理者の指定の取り消しを受けようとするときは、その３ヶ月前までに甲に通知し、指定の取り消しを受けなければならない。
３　甲は、第１項に定めるもののほか、必要があると認めるときは、管理業務の全部又は一部を停止することができる。この場合において、甲は、管理業務の全部又は一部を停止しようとする日の３０日前までにその旨を乙に通知しなければならない。
４　前２項の規定により甲が乙の指定管理者の指定を取り消し、又は管理業務の全部若しくは一部を停止した場合における損害の賠償については、甲、乙協議して定める。
（業務の引継ぎ等）
第２６条　乙は、指定期間の終了に際し、甲又は甲が指定する者に対し、管理業務の引継ぎ等を行わなければならない。
２　甲は、必要があると認めるときには、指定期間の終了に先立ち、乙に対して甲又は甲が指定する者による管理する施設の視察を申し出ることができるものとする。
３　乙は、甲から前項の規定による申出を受けた場合は、合理的な理由のある場合を除いてその申出に応じなければならない。
４　前３項の規定は、前条第１項の規定により指定管理者の指定を取り消した場合における管理業務の引継ぎ等について準用する。
（原状回復）
第２７条　乙は、その指定期間が終了したとき、又は甲が乙の指定管理者の指定を取り消し、若しくは期間を定めて管理業務の全部若しくは一部を停止したときは、その管理しなくなった施設及び物品等を速やかに原状に回復しなければならない。ただし、甲の承認を得たときは、この限りでない。
（自主事業）
第２８条　乙は、管理業務の実施を妨げない限度において、自己の責任と負担により、自主事業を実施することができる。
２　乙は、前項の自主事業を実施しようとするときは、あらかじめ別記１０「八代市立図書館自主事業実施承認申請書」により甲に申請し、甲の承認を得なければならない。
３　甲は、前項の規定により乙からの申請を承認するときは、別記１１「八代市立図書館自主事業実施承認書」を乙に交付しなければならない。
（指定管理者による目的外使用）
第２９条　乙は、図書館の用途又は目的を妨げない限度において管理物件を利用するときは、八代市有財産取扱規則（平成１７年八代市規則第１７４号）第２４条から第２６条までの規定により甲から目的外使用の許可を得なければならない。
２　前項の規定により乙が管理物件を利用することに要する経費及び当該利用の前の原状に復するときに要する経費は、乙の負担とする。
（非管理物件の使用）
第３０条　乙は、管理物件を除く図書館の施設、設備及び物品を使用するときは、甲の承認を得なければならない。
（重要事項の変更等の届出）
第３１条　乙は、定款、事務所の所在地、代表者その他重要事項の変更等を行ったときは、遅滞なく甲に届け出なければならない。
（規則等に関する書類の提出）
第３２条　乙は、管理業務に必要な規則及び非常時の体制を整備し、これを書面にして甲に届け出なければならない。
（権利義務の譲渡等の禁止）
第３３条　乙は、この協定によって生じる権利及び義務を第三者に譲渡し、若しくは承継させ、又はその権利を担保に供してはならない。
（暴力団等の排除）
第３４条　乙は、管理業務の実施に当たり、八代市契約等からの暴力団等排除措置に関する要綱（平成２０年八代市告示第１０３号）の趣旨に鑑み、次に掲げる事項を遵守しなければならない。
　(1) 暴力団等による不当介入に応じない体制を確立すること。
　(2) 暴力団等の関係業者に対し警備業務等を委託し、又は暴力団等の関係業者から物品等を購入するなどいかなる取引も行わないこと。
　(3) 暴力団等からの迷惑料、用心棒料、賛助金等の不当な要求に絶対に応じないこと。
２　乙は、暴力団等からの不当な要求があったときは、甲に直ちに報告しなければならない。
（監査）
第３５条　八代市監査委員による甲の事務の監査に際し、甲は、必要に応じ乙に対し、実地に調査し、又は書類の提出を求めることができる。
２　乙は、甲から前項に規定する申出を受けたときは、誠実に対応しなければならない。
（協定の改定）
第３６条　管理業務に関し事情が変更したとき、又は特別な事情が生じたときは、甲、乙協議の上、この協定を改定することができる。
（協議）
第３７条　この協定に関し疑義が生じたとき、又はこの協定に定めのない事項については、その都度甲、乙協議して定めるものとする。
この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自その１通を所持する。
　
令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　八代市
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　八代市松江城町１番２５号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　八代市長　　中村　　博生　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　印
別記２
令和　　年　　月　　日
八代市立図書館管理業務委託（請負）承認申請書
　（あて先）八代市教育委員会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　指定管理者　団　体　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　印
　八代市立図書館の管理運営に関する協定書第８条の規定に基づき、管理業務の一部委託（請負）を下記のとおり申請いたします。
記
１．委託（請負）業務
	№
	委託（請負）業務名
	委託（請負）先業者名（予定者）
	備　　考

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	


２．委託（請負）する理由
※添付書類　管理業務の委託等先役員名簿（監査役を含む）
別記２―添付書類
管理業務の委託等先役員等名簿（監査役含む）
令和　　年　　月　　日　　
（あて先）八代市教育委員会
（管理業務の委託等先の団体）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　団体名　　　　　　　　　　　　　　印
                                       　　    代表者氏名
　下記の役員等名簿に相違ないことを誓約するとともに、この名簿に記載した者について、八代市立図書館の管理運営に関する協定書第３４条第１項第２号の規定により、八代市契約等からの暴力団等排除措置に関する要綱第２条第４号及び第５号に定める項目のいずれかに該当するか否かに関し八代警察署に照会することを承諾します。
	番号
	フリガナ
	氏名
	年号
	年
	月
	日
	性別

	１
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	
	

	１０
	
	
	
	
	
	
	

	１１
	
	
	
	
	
	
	

	１２
	
	
	
	
	
	
	

	１３
	
	
	
	
	
	
	

	１４
	
	
	
	
	
	
	

	１５
	
	
	
	
	
	
	

	１６
	
	
	
	
	
	
	

	１７
	
	
	
	
	
	
	

	１８
	
	
	
	
	
	
	

	１９
	
	
	
	
	
	
	

	２０
	
	
	
	
	
	
	

	２１
	
	
	
	
	
	
	

	２２
	
	
	
	
	
	
	

	
	（以下適宜追加）
	
	
	
	
	
	


　記入要領については次頁（裏面）参照。
別記２（裏）
１　この書面には、次に該当する者を記載すること。
　（１）株式会社（特例有限会社を含む。）については、取締役（代表取締役を含む。）及び執行役（代表執行役を含む。）
　（２）合名会社又は合同会社については、社員
　（３）合資会社については、無限責任社員
　（４）一般社団法人若しくは一般財団法人又は公益社団法人若しくは公益財団法人については、理事

　（５）（１）から（４）までに掲げる法人以外の法人については、（１）から（４）までに掲げる役職に相当する地位にある者
　（６）法人格を有しない団体については、代表者及び団体の規約において重要な意思決定に直接関与することとされる者
　（７）次に該当する場合は、（１）から（６）に掲げる者のほか、次の者
　　　ア　支配人をおく場合は、支配人
　　　イ　支店長又は営業所長その他の者に契約事務を委任する場合は、支店長又は営業所長その他の者
２　氏名は、正確な字体で記載すること。
３　①照会対象者が１０人以下の場合は、定められた様式（紙資料）だけでの照会
　　②照会対象者が１１人以上の場合は、定められた様式（紙資料）とデータが入力されたＵＳＢの添付（ＵＳＢは回答時に返却します）

４　この書面に記載された個人情報については、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）の規定により、指定管理者選定以外の目的には利用しません。
【八代市立図書館】
別記３
八市○○第　　号
令和　　年　　月　　日
八代市立図書館管理業務委託（請負）承認書
　指定管理者　　　　　　　　様
　八代市教育委員会　　　　
　令和　　年　　月　　日付けで申請のあった八代市立図書館管理業務の一部委託（請負）について下記のとおり承認いたします。
記
１．委託（請負）業務
	№
	委託（請負）業務名
	備　　考

	１
	
	

	２
	
	

	３
	
	

	４
	
	


別記４
情報セキュリティ対策特記事項
（情報セキュリティポリシー及び情報セキュリティポリシー実施手順の遵守）
第１条　乙は、本協定の履行に際し、八代市情報セキュリティポリシー及び八代市情報セキュリティポリシー実施手順（以下ポリシー等と言う）を遵守しなければならない。
なお、甲の事前の承諾を得て再委託を行う場合、再委託先は乙と同様の義務を負うものとする。
（業務上知り得た情報の守秘義務）
第２条　甲及び乙は、本協定の履行に際し業務上知り得た秘密について、第三者に開示、漏洩してはならない。なお、本協定終了後も同様とする。
（提供された情報の目的外利用及び受託者以外の者への提供の禁止）
第３条　本協定の履行に際し、甲から提供された情報について、その目的以外に利用したり、第三者へ提供してはならない。
２　甲から提供された情報が個人情報である場合または個人情報を含んでいた場合は本協定を履行する目的以外に利用、加工、複製、複写してはならない。
３　甲の了承を得て行われる場合はこの限りではない。
（提供された情報の返還義務）
第４条　乙は、本協定の履行に際し、甲から提供された情報について本協定終了後、速やかに甲に返還しなければならない。
（事故発生時の報告義務）
第５条　乙は、個人情報の漏えい、紛失、破壊等の事故が発生し、又はそれらの疑い若しくは恐れがあったときは、適切な措置をとるとともに、速やかに甲に報告しなければならない。
（市による定期的な報告徴収、監査・検査の実施）
第６条　甲は、ポリシー等が遵守されていることを適宜確認することが出来る。また、甲が必要と認める場合は、乙に対し、報告を求め、当該状況を監査、又は検査することが出来る。
この場合、乙は、甲の監査又は検査が円滑に遂行できるよう協力しなければならない。
（従業員に対する教育の実施）
第７条　乙は、業務の従事者に対し、情報セキュリティポリシーの遵守、及び個人情報の保護の徹底について周知しなければならない。
（情報セキュリティポリシー遵守のための体制）
第８条　甲及び乙は、本協定の履行に際し、情報セキュリティポリシー遵守のために必要な体制を協議して定めなければならない。
（情報セキュリティポリシーが遵守されなかった場合の規定（損害賠償等））
第９条　乙が、ポリシー等の遵守違反により相手方に損害を与えたときは、甲は、本協定の解除の有無に関わらず、乙に対して損害賠償を請求することができる。
２　前項の損害賠償額は、甲、乙協議して定めるものとする。
別記５
個人情報取扱特記事項
（基本的事項）
第１条　乙は、個人情報（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に定める個人番号及び特定個人情報（以下「特定個人情報等」という。）を含む。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、この協定による業務の実施に当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適正に取り扱わなければならない。
（秘密の保持）
第２条　乙は、この協定による業務に関して知ることのできた個人情報を他に漏らしてはならない。この協定が終了し、又は解除された後においても、同様とする。
（収集の制限）
第３条　乙は、この協定による業務を処理するために個人情報を収集するときは、その業務の目的を明確にし、目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。
（適正管理）
第４条　乙は、この協定による業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失、改ざん及びき損の防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置（以下「安全管理措置」という。）を講じなければならない。
（利用及び提供の制限）
第５条　乙は、甲の指示又は承諾がある場合（特定個人情報等にあっては、法令で定める場合）を除き、この協定による業務に関して知り得た個人情報を、協定の利用目的以外の目的に利用し、又は第三者に提供してはならない。
（複写又は複製の禁止）
第６条　乙は、甲の承諾がある場合を除き、この協定による業務を処理するために甲から引き渡された個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。
（再委託の禁止）
第７条　乙は、甲が承諾した場合を除き、この協定による個人情報を取り扱う業務については、自ら行い、第三者に委託してはならない。
２　乙は、前項の規定により甲に承諾を求める場合は、乙が果たすべき安全管理措置と同等の措置を再委託先にも課すこととし、再委託先、再委託の内容及び再委託先が取り扱う情報を甲に通知する。
３　乙は、前項の再委託先に対し、必要かつ適切な監督を行う業務を負うものとし、再委託先の行った作業結果については、乙が責任を負うものとする。

（資料等の返還等）
第８条　乙は、この協定による業務を処理するために甲から引き渡され、又は乙自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、業務完了後直ちに甲に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは、その指示に従うものとする。
（従事者への周知等）
第９条　乙は、この協定による業務を処理するため個人情報を取り扱う従業員を選任し、当該従業員に対して、在職中及び退職後においても当該業務に関して知り得た個人情報を他人に知らせ、又は協定の目的以外の目的に使用してはならないことその他個人情報の保護に関し必要な事項を周知するとともに、必要かつ適切な監督及び教育を行うものとする。
（契約内容の遵守状況等の報告）
第１０条　乙は、甲からこの契約に係る内容の遵守状況等について報告を求められた場合は、適当な期間内にこれを報告しなければならない。

２ 前項の報告内容及びその方法については、甲乙協議の上決定するものとする。
（実地調査）
第１１条　甲は、必要があると認めるときは、乙がこの協定による業務を処理するに当たり取り扱う個人情報の管理状等況について、随時、実地に調査することができる。
２　甲は、前項の調査の結果、乙の個人情報の管理状況等の改善が必要と判断した場合は、乙に対し、その改善を要請することができるものとする。

（事故報告）
第１２条　乙は、この協定による業務を処理するに当たって、個人情報取扱特記事項に違反する事態が生じ、又は生じおそれがあることを知ったときは、直ちに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。
（契約の解除）
第１３条　甲は、乙がこの契約による業務を処理するに当たって、個人情報取扱特記事項に違反していると認める
ときは、契約を解除することができる。
（損害賠償）
第１４条　乙は、この契約による業務を処理するに当たって、自己の責に帰すべき事由により、個人情報の漏えい
等の事故が発生したことその他個人情報取扱特記事項に違反したことにより甲又は第三者に損害を与えたとき
は、その損害を賠償しなければならない。

別記６
特定個人情報等の取扱いに関する特記条項

（適用の範囲）

第1条　本特記条項は、乙が本協定の履行において「行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律」に定める個人番号及び特定個人情報（以下「特定個人情報等」と
いう。）を取り扱う場合に適用されるものとする。

（秘密保持義務）

第2条　乙は、特定個人情報等を秘密として保持し、法令の定める場合を除き第三者に提供又は開
示もしくは改竄又は目的外の利用をしてはならない。
２．乙は、特定個人情報等の全部又は一部を甲の許可無く複写又は複製してはならない。
３．乙は、「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）」（平成２６年特定

個人情報保護委員会告示第５号）に定める安全管理措置を講じ、特定個人情報等の漏えい、滅失
又は毀損の防止に努めなければならない。
４．本条の規定は、本協定終了後も有効とする。
（事務所内からの特定個人情報等の持出しの禁止）

第3条　乙は、本協定の履行において、乙の事務所内にて特定個人情報等を管理する場合は、乙の
事務所内の管理区域にて厳密に管理し、甲の事前の承諾なしに当該区域外へ持ち出してはならな
い。
（再委託）

第4条　乙は、本協定にかかる業務の全部又は一部の内、特定個人情報等を取り扱う業務を第三者
に委託してはならない。ただし、甲の書面による事前の承諾がある場合はこの限りではない。
２．乙は、前項ただし書により甲に承諾を求める場合は、乙が果たすべき安全管理措置と同等の措
置を再委託先にも課すこととし、再委託先、再委託の内容、再委託先が取り扱う情報を甲に通知
する。
３．乙は、前項の再委託先に対し、必要かつ適切な監督を行う義務を負うものとし、再委託先の行
った作業結果については、乙が責任を負うものとする。

（漏えい事案等が発生した場合の委託先の責任）

第5条　乙は、自己の責に帰すべき事由により、特定個人情報等の漏えい等の事故が発生した場合、
その責任を負うものとする。
２．乙は、特定個人情報等の漏えい等を確認した場合、ただちにその旨を甲に報告し、速やかに影
響の極小化を図るとともに、必要な調査を行ったうえ、当該特定個人情報等の項目、内容、数量、
発生状況等の詳細な調査結果及び今後の対処方針を書面により報告しなければならない。
（協定終了後の特定個人情報等の返却又は廃棄）

第6条　乙は、本協定が終了した場合は、特定個人情報等が記録された磁気媒体や帳票等を遅延な
く甲に返却しなければならない。ただし、甲の指示があるときは、その指示内容に従い甲の許可
を得て削除又は廃棄するものとする。
２．乙は、前項の規定により、返却もしくは削除又は廃棄が完了した場合には、甲に対して書面で
報告するものとする。

（特定個人情報等を取り扱う従業者の明確化及び監督・教育）

第7条　乙は、特定個人情報等を取り扱う担当者を選任し、当該担当者に対し必要かつ適切な監督
及び教育を行うものとする。

（協定内容の遵守状況等の報告）

第8条　乙は、甲から本協定内容の遵守状況等について報告を求められた場合には、適当な期間内
にこれを報告しなければならない。
２．前項の報告内容及びその方法については、甲乙協議のうえ決定するものとする。

（実地調査）

第9条　甲は、合理的な理由により必要と認められる場合には、あらかじめ乙の承諾を得たうえで、
乙の業務に支障のない範囲で乙の施設に立ち入り、本協定に規定する事項の実地調査ができるも
のとする。

２．甲は、前項の調査の結果、乙の特定個人情報等の安全管理措置の改善が必要と判断した場合、
乙に対し、その改善を要請することができるものとする。
別記８
支 払 計 画 書

八代市立図書館の管理運営に関する協定書第１８条第２項に定める管理業務に係る委託料の支払方法は、次のとおりとする。
１　甲は乙に対し、管理業務に係る委託料を次のとおり分割して支払う。
	区　分
	金　額

	第１回（ ４～６月分 ）
	円

	第２回（ ７～９月分 ）
	円

	第３回（ 10～12月分 ）
	円

	第４回（ １～３月分 ）
	円

	合　計
	円


２　乙は、前項の表の区分ごとにその業務の完了後、甲の承認を受け、管理業務に係る委託料を甲に請求する。
３　前項の規定にかかわらず、甲が特に認める場合は、業務完了前に管理業務に係る委託料を甲に請求し、業務完了後に業務完了報告書を提出することができる。この場合において管理業務に係る委託料の支払は、甲乙協議の上、前金払い又は概算払いとすることができる。
４　甲は、管理業務に係る委託料の請求があった日から起算して３０日以内に、乙に対して支払うものとする。

この支払計画を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自その１通を所持する。

　令和　　年　　月　　日

甲　八代市　　　　　　　　　　　　　　　　　

八代市松江城町１番２５号　　　　　　　　

代表者　八代市長　　中村　博生　　印　　

乙　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　

団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者　　　　　　　　　　　　　　印　　
別記９
リスク分担と経費・管理責任等の区分

八代市立図書館本館のリスク分担と経費・管理責任等の区分表
	
	項　　　　目
	負担者

	
	
	市

（所管課）
	指定管理者

	施設の維持管理等に係る経費
	物価変動
	物価変動に伴う経費の増
	
	○

	
	
	燃料費、光熱水費、人件費の予測しえない物価変動に伴う経費の増減
	協議による


	
	金利変動
	金利の変動に伴う経費の増
	
	○

	
	周辺地域・住民及び施設利用者への対応
	地域との協調
	
	○

	
	
	施設管理、運営業務内容に対する住民及び施設利用者からの反対、訴訟、要望への対応
	
	○

	
	
	上記以外
	○
	

	
	法令の変更
	施設管理、運営に影響を及ぼす法令変更　※１
	○
	

	
	
	指定管理者に影響を及ぼす法令変更
	
	○

	
	税制度の変更
	施設管理、運営に影響を及ぼす税制変更
	○
	

	
	
	指定管理者に影響を及ぼす税制変更
	
	○

	
	
	消費税の範囲変更及び税率変更に関するもの
	〇
	

	
	行政の事由による事業変更
	行政の事由により、施設管理、運営業務の継続に支障が生じた場合、又は業務内容の変更を余儀なくされた場合の経費及びその後の維持管理経費における当該事情による増加経費負担
	○
	

	
	不可抗力
	不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、争乱、暴動その他の市又は指定管理者のいずれの責めにも帰すことができない自然的又は人為的な現象）に伴う、施設、設備の修復による経費の増加
	○
	

	
	
	不可抗力（新型コロナウイルス感染症等市又は指定管理者のいずれの責めにも帰すことのできないもの）に伴う収入の減少
	協議による


	
	書類の誤り
	仕様書等、市が責任を持つ書類の誤りによるもの
	○
	

	
	
	事業計画書等、指定管理者が提案した内容の誤りによるもの
	
	○

	
	資金調達
	経費の支払い遅延（市から指定管理者）によって生じた事由
	○
	

	
	
	経費の支払い遅延（指定管理者から業者）によって生じた事由
	
	○

	
	施設・設備の損傷
	指定管理者の責めに帰すべき事由による修繕
	
	○

	
	
	上記以外
	１件あたり２０万円未満の修繕
	
	○

	
	
	
	１件あたり２０万円以上の修繕
	協議による

	
	第三者への賠償
	指定管理者としての注意義務を怠ったことによるもの
	
	○

	
	
	上記以外の理由により損害を与えた場合
	○
	

	
	セキュリティ
	警備不備、管理不備による情報漏洩、犯罪発生
	
	○

	
	業務終了時の費用
	指定管理者業務の期間が終了又は期間中途における指定の解除、業務を廃止した場合における事業者の撤収費用
	
	○

	上記以外の経費
	指定管理者の雇用による人件費
	
	〇

	
	光熱水費・燃料・通信運搬費
	
	〇

	
	督促に係るはがき代等の通信費
	
	〇

	
	消耗品費
	
	〇

	
	清掃など施設の維持管理に係る費用
	
	〇

	
	施設・付帯設備・備品の修繕（維持的修繕等）
	
	〇

	
	施設・付帯設備・備品の修繕（大規模改修等）
	〇
	

	
	火災保険料
	〇
	

	
	保険料（賠償責任）
	
	〇

	
	ボランティア保険
	
	〇


　※１　消費税率改正については、P55~P56参照
八代市立図書館せんちょう分館のリスク・経費・管理責任等分担区分表

	項　　　　目
	負担者

	
	市

（所管課）
	指定管理者

	施設の維持管理等に係る経費
	物価変動
	人件費、物品等物価変動に伴う経費の増
	
	○

	
	
	燃料費、光熱水費、人件費の予測しえない物価変動に伴う経費の増減
	協議による

	
	金利変動
	地域との協調
	
	○

	
	周辺地域・住民及び施設利用者への対応
	施設管理、運営業務内容に対する住民及び施設利用者からの反対、訴訟、要望への対応
	
	○

	
	
	上記以外
	○
	

	
	法令の変更
	施設管理、運営に影響を及ぼす法令変更　※１
	○
	

	
	
	指定管理者に影響を及ぼす法令変更
	
	○

	
	税制度の変更
	施設管理、運営に影響を及ぼす税制変更
	○
	

	
	
	指定管理者に影響を及ぼす税制変更
	
	○

	
	
	消費税の範囲変更及び税率変更に関するもの
	〇
	

	
	行政の事由による事業変更
	行政の事由により、施設管理、運営業務の継続に支障が生じた場合、又は業務内容の変更を余儀なくされた場合の経費及びその後の維持管理経費における当該事情による増加経費負担
	○
	

	
	不可抗力
	不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、争乱、暴動その他の市又は指定管理者のいずれの責めにも帰すことができない自然的又は人為的な現象）に伴う、施設、設備の修復による経費の増加
	〇
	

	
	
	不可抗力（新型コロナウイルス感染症等市又は指定管理者のいずれの責めにも帰すことのできないもの）に伴う収入の減少
	協議による

	
	書類の誤り
	仕様書等、市が責任を持つ書類の誤りによるもの
	○
	

	
	
	事業所計画等、指定管理者が提案した内容の誤りによるもの
	
	○

	
	資金調達
	経費の支払い遅延（市から指定管理者）によって生じた事由
	〇
	

	
	
	経費の支払い遅延（指定管理者から業者）によって生じた事由
	
	〇

	
	施設・設備の損傷
	指定管理者の責めに帰すべき事由による朱然
	
	〇

	
	
	上記以外
	１件あたり２０万円未満の修繕
	
	○

	
	
	
	１件あたり２０万円以上の修繕
	協議による

	
	第三者への賠償
	指定管理者としての注意義務を怠ったことによるもの
	
	○

	
	
	上記以外の理由により損害を与えた場合
	〇
	

	
	セキュリティ
	警備不備、管理不備による情報漏洩、犯罪発生
	
	〇

	
	業務終了時の費用
	指定管理者業務の期間が終了又は期間中途における指定の解除、業務を廃止した場合における事業者の撤収費用
	
	〇

	上記以外の経費
	指定管理者の雇用による人件費
	
	〇

	
	光熱水費・燃料・通信運搬費
	
	〇

	
	督促に係るはがき代等の通信費
	
	〇

	
	消耗品費
	
	〇

	
	清掃など施設の維持管理に係る費用
	
	〇

	
	施設・付帯設備・備品の修繕（維持的修繕等）
	
	〇

	
	施設・付帯設備・備品の修繕（大規模改修等）
	〇
	

	
	火災保険料
	〇
	

	
	保険料（賠償責任）
	
	〇

	
	ボランティア保険
	
	〇


※１　消費税率改正については、P55~P56参照
八代市立図書館かがみ分館のリスク・経費・管理責任等分担区分表

	項　　　　目
	負担者

	
	市

（所管課）
	指定管理者
	鏡文化

センター

	施設の維持管理等に係る経費
	物価変動
	人件費、物品等物価変動に伴う経費の増
	
	○
	

	
	
	燃料費、光熱水費、人件費の予測しえない物価変動に伴う経費の増減
	協議による

	
	金利変動
	金利の変動に伴う経費の増
	
	○
	

	
	周辺地域・住民及び施設利用者への対応
	地域との協調
	
	〇
	

	
	
	施設管理、運営業務内容に対する住民及び施設利用者からの反対、訴訟、要望への対応
	
	○
	

	
	
	上記以外
	○
	
	

	
	法令の変更
	施設管理、運営に影響を及ぼす法令変更　※１
	○
	
	

	
	
	指定管理者に影響を及ぼす法令変更
	
	○
	

	
	税制度の変更
	施設管理、運営に影響を及ぼす税制変更
	○
	
	

	
	
	指定管理者に影響を及ぼす税制変更
	
	○
	

	
	
	消費税の範囲変更及び税率変更に関するもの
	〇
	
	

	
	行政の事由による事業変更
	行政の事由により、施設管理、運営業務の継続に支障が生じた場合、又は業務内容の変更を余儀なくされた場合の経費及びその後の維持管理経費における当該事情による増加経費負担
	○
	
	

	
	不可抗力
	不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、争乱、暴動その他の市又は指定管理者のいずれの責めにも帰すことができない自然的又は人為的な現象）に伴う、施設、設備の修復による経費の増加
	○
	
	

	
	
	不可抗力（新型コロナウイルス感染症等市又は指定管理者のいずれの責めにも帰すことのできないもの）に伴う収入の減少
	協議による

	
	書類の誤り
	仕様書等、市が責任を持つ書類の誤りによるもの
	〇
	
	

	
	
	事業計画書等、指定管理者が提案した内容の誤りによるもの
	
	〇
	

	
	資金調達
	経費の支払い遅延（市から指定管理者）によって生じた事由
	○
	
	

	
	
	経費の支払い遅延（指定管理者から業者）によって生じた事由
	
	○
	

	
	
	指定管理者の責めに帰すべき事由による修繕
	
	○
	

	
	施設・設備の損傷
	上記以外
	１件あたり２０万円未満の修繕
	
	○
	

	
	
	
	１件あたり２０万円以上の修繕
	協議による
	

	
	第三者への賠償
	指定管理者としての注意義務を怠ったことによるもの
	
	○
	

	
	
	上記以外の理由により損害を与えた場合
	○
	
	

	
	セキュリティ
	警備不備、管理不備による情報漏洩、犯罪発生
	
	○
	

	
	業務終了時の費用
	指定管理者業務の期間が終了又は期間中途における指定の解除、業務を廃止した場合における事業者の撤収費用
	
	○
	

	
	電気料金・光熱水費
	
	
	○

	
	電話料金・通信関係費
	
	〇
	

	
	機械警備実施経費
	
	
	○

	
	図書館システム関係経費（保守等含む）
	○
	
	

	
	かがみ分館内の電球、トイレ用品（トイレットペーパー等）消耗品
	
	○
	

	上記以外の経費
	指定管理者の雇用による人件費
	
	〇
	

	
	督促に係るはがき代等の通信費
	
	〇
	

	
	消耗品費
	
	〇
	

	
	清掃など施設の維持管理に係る費用
	
	〇
	

	
	施設・付帯設備・備品の修繕（消火器・誘導灯を含む維持的修繕等）
	
	〇
	

	
	施設・付帯設備・備品の修繕（大規模改修等）
	
	
	〇

	
	火災保険料
	〇
	
	

	
	保険料（賠償責任）
	
	〇
	

	
	ボランティア保険
	
	〇
	

	清掃に関すること
	かがみ分館内の日常清掃（ゴミ収集・図書館内トイレ・じゅうたん等）
	
	○
	

	
	かがみ分館内の定期清掃（床洗浄、窓ガラス等）
	
	
	○

	
	建物共用部の清掃（ロビー、玄関まわり、敷地内駐車場等）
	
	
	○

	保守点検等
	電気設備点検
	
	
	○

	
	消防設備点検
	
	
	○

	
	自動ドア保守点検
	
	
	○

	
	空調設備保守点検
	
	
	○

	
	環境衛生（害虫駆除等）
	
	
	○

	その他
	避難訓練
	
	
	○

	
	鍵の保管管理
	
	○
	○


※１　消費税率改正については、P55~P56参照
別記１０
令和　　年　　月　　日　

八代市立図書館自主事業実施承認申請書

　（あて先）八代市教育委員会

所　在　地　　　　　　　　　　　
指定管理者　団　体　名　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　印

　八代市立図書館の管理運営に関する協定書第２８条第２項の規定に基づき、自主事業の実施を下記のとおり申請いたします。
記

１．自主事業計画書

	№
	事　業　名
	目的・内容等
	実施時期・回数

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	


別記１１

八市○○第　　　号　

令和　　年　　月　　日　

八代市立図書館自主事業実施承認書

　　指定管理者　　　様

　　　　　　　八代市教育委員会　　　　　

　令和　　年　　月　　日付けで申請のあった八代市立図書館自主事業の実施について下記のとおり承認いたします。

記

１．自主事業計画書

	№
	事　業　名
	目的・内容等
	実施時期・回数

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	


別記１２
八代市立図書館災害時における施設利用の協力に関する協定
八代市（以下「甲」という。）と八代市立図書館の指定管理者〇〇（指定管理者名）（以下「乙」という。）は、次のとおり協定を締結する。
（趣旨）
第１条　本協定は、豪雨や地震などの異常な自然現象に起因するもの又は異常な自然現象以外に起因する大規模な火災若しくは爆発その他の大規模な事故等が発生した場合（以下「災害時等」という。）で、八代市内において避難場所や災害対応のための根拠等が必要なときに、八代市地域防災計画に定められた活動に加え、甲若しくは甲が許可する者又は乙自らが、甲の施設を活用して円滑な対応ができるよう、災害時等における施設利用の協力に関し必要な事項を定めるものとする。
（対象施設）
第２条　本協定の対象となる施設（以下「対象施設」という。）は、次のとおりとする。
　
	名称
	所在地

	八代市立図書館　本館
	〒866-0865　八代市北の丸町２番３５号

	八代市立図書館　せんちょう分館
	〒869-4703　八代市千丁町新牟田１４２８番地２

	八代市立図書館　かがみ分館
	〒869-4202　八代市鏡町内田４６８番地１


（協力要請等）
第３条　甲は、災害時等に対象施設を、被災者の避難所、帰宅困難者等の一時避難施設及び八代市災害対策本部の活動拠点並びに遺体安置所、資機材保管場所等（以下「避難所等」という。）として利用する必要があるときは、乙に対して協力を要請することができる。ただし、八代市内のいずれかの地域で震度５強以上の地震が発生した場合は、乙は、甲から要請があったものとみなして、直ちに対象施設の点検等を行うとともに、甲に協力の可否を連絡するものとする。
２　乙は、災害時等において対象施設の利用について緊急に対応することが必要と判断した場
合は、甲にその状況及び協力の可否を連絡するものとする。
（連絡体制）
第４条　前条第１項本文に規定する甲の要請は、八代市長の名により原則として当該対象施設の長に対して行うものとする。
２　乙は、甲が対象施設に避難所等を開設する前に市民が避難してきた場合は、甲にその旨通
報するものとする。この場合において、甲は、速やかに甲の職員を派遣するものとする。
３　本協定の目的を達するため、甲乙は、互いに緊急時の連絡先を報告し、随時更新するもの
とする。
（避難所等の開設）
第５条　避難所等の開設は、乙の協力を得て、甲の派遣した職員が行うものとする。ただし、当該職員が派遣されるまでの対応は、乙が行うものとする。
（避難所の運営）
第６条　避難所運営は、八代市避難所運営マニュアルに基づき、甲の派遣した職員、乙、避難者代表が協同で担当する。特に開設期間が長期にわたることが想定される場合には、甲乙が協力して避難所運営委員会を設置し、住民主体の避難所運営に努めるものとする。
２　前項に定めるもののほか、甲と乙は、八代市避難所運営マニュアルに基づいてあらかじめ役割分担について協議し、業務を実施するものとする。
（費用負担）
第７条　災害時等における対象施設の使用により、乙に発生した損害及び施設管理運営に関する増加費用は、合理性が認められる範囲で甲が負担することを原則として、甲乙の協議により決定するものとする。ただし、災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）が適用された場合は、熊本県災害救助法施行細則（昭和５２年規則第６７号）による救助の程度等に定めるところにより、甲が負担するものとする。
（備蓄及び訓練等）
第８条　乙は、対象施設について災害時等に備え、安全性の確保、消火、救出救助等のための対策の推進を図らなければならない。
２　甲は、避難所等を開設している期間に飲料水、食料等の支給が必要と判断した場合、これらの手配を行うとともに、平等かつ能率的な配給を実施するものとする。
３　乙は、その能力を活用して積極的に市民、自主防災組織等と連携を図るよう努めなければならない。
４　乙は、災害時等の対応に関する知識又は技術を習得するため、防災訓練等に参加するよう努めなければならない。
（その他）
第９条　本協定に定めるもののほか、本協定の実施について必要な事項は、その都度甲乙両者が協議して定めるものとする。
（有効期間）
第１０条　この協定書の有効期間は、令和７年４月１日から令和１２年３月３１日までとする。
本協定の締結を証するため、本書を2通作成し、甲乙両者記名押印の上各自1通を保有する。
令和　　年　　月　　日（締結日）
八代市松江城町１番２５号
甲　八代市
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　八代市長　中村　博生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
乙　事業者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名
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別紙７
共同企業体協定書
　（目的）
第１条　当共同企業体は、「　　　　　　　　　　　　　　（以下「当該施設」という。）」の管理運営業務（以下「当該業務」という。）を共同連帯して営むことを目的とする。
　（名称）
第２条　当共同企業体は、　　　　　　　　　　　　　　　　　共同企業体（以下「当企業体」という。）と称する。
　（事務所の所在地）
第３条　当企業体は、事務所を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に置く。
　（成立の時期及び解散の時期）
第４条　当企業体は、　　　年　　月　　日に成立し、当該業務の協定期間の履行後６箇月を経過するまでの間は、解散することができない。
２　当該施設の指定管理者となることができなかったときは、当企業体は、前項の規定にかかわらず、当該業務に係る協定が締結された日に解散するものとする。
　（構成員の所在地及び名称）
第５条　当企業体の構成員は、次のとおりとする。
　　　　　　　所　 在 　地
　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　代　 表 　者
　　　　　　　所　 在 　地
　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　代　 表 　者
　　　　　　　所　 在 　地
　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　代　 表 　者
　（代表者の名称）
第６条　当企業体は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を代表者とする。
　（代表者の権限）
第７条　当企業体の代表者は、当該業務の履行に関し、当企業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにしたうえで、八代市教育委員会と折衝する権限並びに指定管理者制度の指定申請書の提出、指定管理者制度の管理運営に関する協定の締結、委託料の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
（構成員の出資の割合）
第８条　各構成員の出資の割合は、次のとおりとする。ただし、当該業務について八代市と協定内容の変更増減があっても、構成員の出資の割合は変わらないものとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
２　金銭以外のものによる出資については、時価を参しゃくのうえ構成員が協議して評価するもの
とする。
　（運営委員会）
第９条　当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに当該業務の履行の基本に関する事項、資金管理方法、下請企業の決定その他の当企業体の運営に関する基本的かつ重要な事項について協議のうえ決定し、当該業務の履行に当たるものとする。
　（構成員の責任）
第１０条　各構成員は、当該業務の履行に伴い当企業体が負担する債務の履行に関し、共同連帯して責任を負うものとする。
　（取引金融機関）
第１１条　当企業体の取引金融機関は、　　　　　　　　　　　　　とし、共同企業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。
（決算）
第１２条　当企業体は、当該業務の履行の年度、又は完了ごとに当該業務について決算するものとする。
　（利益金の配当の割合）
第１３条　決算の結果利益を生じた場合には、第８条に規定する割合により構成員に利益金を配当するものとする。
　（欠損金の負担の割合）
第１４条　決算の結果欠損金を生じた場合には、第８条に規定する割合により構成員が欠損金を負担するものとする。
　（権利義務の譲渡の制限）
第１５条　本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。
　（当該業務履行途中における構成員の脱退に対する措置）
第１６条　構成員は、八代市教育委員会及び構成員全員の承認がなければ、当企業体が当該施設を管理運営する期間が満了する日までは脱退することができない。
２　構成員のうち当該業務途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、八代市教育委員会の承認がある場合に限り残存構成員が共同連帯して当該業務を履行する。
３　第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるときは、残存構成員の出資の割合は、脱退構成員が脱退前に有していたところの出資の割合を、残存構成員が有している出資の割合により分割し、これを第８条に規定する割合に加えた割合とする。
４　脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の結果欠損金を生じた場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除した金額を返還するものとする。
５　決算の結果利益を生じた場合において、脱退構成員には利益金の配当は行わない。
　（構成員の除名）
第１７条　当企業体は、構成員のうちいずれかが、当該業務履行途中において重要な義務の不履行その他の除名し得る正当な事由を生じた場合においては、他の構成員全員及び八代市教育委員会の承認により当該構成員を除名することができるものとする。
２　前項の場合において、除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。
３　第1項の規定により構成員が除名された場合においては、前条第２項から第５項までを準用するものとする。
　（当該業務履行途中における構成員の破産又は解散に対する処置）
第１８条　構成員のうちいずれかが当該業務履行途中において破産又は解散した場合においては、第１６条第２項から第５項までを準用するものとする。
　（代表者の変更）
第１９条　代表者が脱退し若しくは除名された場合又は代表者としての責務を果たせなくなった場合においては、従前の代表者に代えて、他の構成員全員及び八代市教育委員会の承認により残存構成員のうちいずれかを代表者とすることができるものとする。
　（解散後のかしに対する構成員の責任）
第２０条　当企業体が解散した後においても、当該業務につきかしがあったときは、各構成員が共同連帯してその責任に任ずるものとする。
　（協定書に定めのない事項）
第２１条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　外　　社は、上記のとおり　　　　　　　　　　　　　　　　　共同企業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書　　通を作成し、各通に構成員が記名押印し、各自所持するものとする。
　令和６年　　月　　日
共同企業体の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　共同企業体
　　　　　　　　所　 在 　地
　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　代　 表 　者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　所　 在 　地
　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　代　 表 　者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　所　 在 　地
　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　代　 表 　者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
様式第１－１号（共同企業体用）
令和６年　 月 　日　
指　定　管　理　者　指　定　申　請　書
　八代市教育委員会　様
申 請 者
共同企業体の名称　　　　　　　　　　　　　　　 共同企業体
共同企業体の代表者の所在地
商号又は名称 代表者　　　　　　　　　　　　　　　　 実印
共同企業体の構成員の所在地
商号又は名称 代表者 　　　　　　　　　　　　　　　　実印
共同企業体の構成員の所在地
商号又は名称 代表者 　　　　　　　　　　　　　　　　実印
八代市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第３条の規定により、下記の公の施設の指定管理者の指定を受けたいので申請します。
記
公の施設の名称　　八代市立図書館
（添付書類）
１ 資格認定申請書（共同企業体用）(様式第１－２号)
２ 業態カード（別紙６）
３ 共同企業体協定書（別紙７）
４ 八代市立図書館指定管理価格提案書（別紙１）
５ 八代市立図書館指定管理者事業計画書及び管理運営に関する収支計画書（別紙２－１ ～別紙２－１１）
６ 当該団体の経営状況を説明する書類
（１）定款、寄附行為、規約又はこれらに類する書類
（２）法人にあっては、当該法人の登記簿謄本
（３）申請の日の属する事業年度の前事業年度を含む過去３カ年における賃借対照表、収支決算書その他団体の財務状況を明らかにする書類（ただし、団体設立後、３年未満の団体については、この限りではない。）
（４）申請の日の属する事業年度の前事業年度を含む過去３カ年における事業報告書、その他の団体の業務の内容を明らかにする書類（ただし、団体設立後、３年未満の団体については、この限りではない。）
７　その他市長等が特に必要と認める書類
（１）労働者災害補償保険に加入していることを証する書類（従業員を雇用していない団体は除く。）
（２）納税証明書（国税及び地方税について未納がないことの証明書）
（３）役員等名簿（別紙３）
（４）誓約書（別紙４）
（５）その他必要な書類
様式第１－２号（共同企業体用）
資格認定申請書（共同企業体用）
令和６年　　月　　日
八代市教育委員会　様
　　　　　　　　共同企業体の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　共同企業体
　　　　　　　　　　共同企業体の代表者の所在地
　　　　　　　　　　商号又は名称代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　共同企業体の構成員の所在地
　　　　　　　　　　商号又は名称代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
共同企業体の構成員の所在地
　　　　　　　　　　商号又は名称代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実印
　今般、連帯責任によって指定管理者制度に係る管理運営業務を共同で行うため、
　　　　　　　　　　　　を代表者とする　　　　　　　　　　　　　　共同企業体を結成したので、八代市教育委員会の次の業務について参加したく、共同企業体協定書を添えてその参加資格の認定審査を申請します。
　　　件　名　　　八代市立図書館指定管理業務　
　なお、この資格認定申請書及び添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。
また、上記業務について、次の権限を　　　　　　　　　　　　　　共同企業体代表者に委任します。
　　１　指定管理者制度に係る管理運営業務の申請に関する一切の権限
　　２　指定管理者制度に係る管理運営の協定書に関する一切の権限
　　３　委託料の請求、受領に関する一切の権限
　　４　上記権限の範囲内において、復代理人を選任する権限
　　５　その他業務の履行に関し、諸届、諸報告の提出に関する一切の権限
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